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特　　集

　抄　録　2032年には，日本を超え，中国，米国に次ぐ世界第３位の経済大国になるといわれるイン
ド。そして，その人口，約12億人も，2040年には，中国を抜いて14.8億人，世界一となるといわれる。
まだまだ，不透明感が拭えない制度，運用上の懸念があるものの，巨大市場に沸きあがる需要，優秀
な人材，他の南アジアはもとより，中東・アフリカへのゲートウェイとしての可能性をも持つそのよ
うな大国の，物理的資源はもとより，人的資源，知的資源をどのように活用できるのかが，日本企業
の今後の未来像に繋がっているといっても過言ではない。本稿は，そのようなインドの発展，そして，
インドとの連携の要となる「知的財産」について，近年の特許事情，法改正のうち特に外国企業が留
意すべき点及びさらなる知識集約型国家を目指して国家から草の根レベルまでインドで近年展開され
るイノベーション運動の実態とそこに見られる知的財産の役割を紹介しつつ，低所得者を対象とした
ボトム・オブ・ピラミッド（BOP）ビジネスをも射程においた，対印関係構築に向けての新たなビジ
ョン提起の必要性を示したいと考える。

マノジュ L. シュレスタ＊
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1 . はじめに

2010年12月12日，インド経済諮問委員会

（EAC）のランガラジャン委員長は2010－11年
度（10年４月－11年３月）の実質国内総生産
（GDP）成長率が前年度比９％増に到達する見
込であるとの発表を行った１）。

2032年には，日本を超え，中国，米国に次ぐ
世界第３位の経済大国になるといわれるイン
ド（図１）。そして，現在の人口，約12億人は，
2040年には，中国を抜いて14.8億人の世界一の
人口となるといわれる２）。インフラ問題（電力
供給，港湾施設，高速道路等の整備の遅れ），
労務問題（労働争議への対応），徴税問題（州
ごとに異なり複雑とされる徴税システム），撤
退規制等，まだまだ，不透明感が拭えないイン
フラ，制度，運用上の懸念があるものの，巨大
市場に沸きあがる需要，優秀な人材，他の南ア
ジアはもとより，中東・アフリカへのゲートウ
ェイ，輸出拠点としての可能性をインドは年々
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開花させているとも言えるだろう３）。そのよう
なインドと，どのように連携を深めるのか，言
うなれば，インドの物理的資源はもとより，人
的資源，知的資源をどのように活用できるのか
が，日本企業の今後の未来像に繋がっていると
いっても過言ではない。
本稿では，そのような連携の要となる「知的

財産」を切り口に，インドの実情を紹介したい。
まず，昨年の日印経済連携協定（以下，EPA
と記す）合意における知財問題，そして，近年
のインド特許法改正にみる知財事情と外国企業
における留意点，そして，最後に，インドにお
ける近年のイノベーション運動の実態と，そこ
に見られる知財の役割を紹介しつつ，日印の新
たな関係について考察していきたいと考える。

2 ． EPA合意に見る日印関係

各国のインド進出，インドとの連携強化政策
が加速化する中，日本政府も，ようやく，2010
年10月25日，来日中のインドのシン首相と，両
国間の経済や貿易の自由化を進めるEPA４）の
締結に合意するに至った。
このEPA合意（2011年度内に発効が目指さ

れている）により，日本からインドへの輸出品
の約90％，インドから日本への輸出品の約97％
において，今後10年間で関税が撤廃される見通
しである。インドは，既に，FTAをタイ（2004
年９月発効）やスリランカ（2000年３月発効），
アセアン（2010年１月発効），韓国（2010年１

月発効）との間に締結しており，日本の出遅れ
感が否めないのも現実ではあるが，人口約12億
人を抱え，高い経済成長率を維持するインドと
の間のEPA合意で，日本からの対インド輸出
や投資の増加に対する期待感はますます高まっ
ている。
ところで，このインドとのEPAには，知的
財産や医薬品関連でも，重要な合意が含まれて
いる点に注目すべきであろう。すなわち，「知
的財産の保護については，両国は，知的財産の
十分にして効果的かつ無差別な保護を確保する
とともに，権利取得にかかわる手続きの簡素化
措置をとること」，また，具体的な知的財産保
護水準に関しては，「現在のWTO（世界貿易機
関）/TRIPs協定（知的所有権の貿易に関する
側面協定）の水準を超えることとする」，つまり，
TRIPsプラスの保護を行うことが合意されてい
るのである５）。
そして，後発医薬品の承認審査については，
国内法令の要求を満たす限りにおいて，相手国
の申請者に内国民待遇を与え，合理的な期間内
に手続きを完了させるという約束，すなわち，
新薬と同じ成分を使った後発薬については，国
内とインドメーカーの承認基準は同じであるこ
とを確認する条項が盛り込まれた。そして，後
発医薬品審査の簡素化も，EPA交渉において
インドが一貫して求め続けた項目であり，よう
やく日本が譲歩して審査の簡素化も約束した形
になった。

GDP（2003 年 10 億 USドル）

出所：GS BRICs Model Projections より作成

図１　2050年の各国経済
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もちろん，EPA発効（本年度中に発効の見
通し）によって，直ぐにインド産の後発医薬品
が日本市場に溢れることにはならないと思われ
るが，インド企業の対日進出が加速化すること
で，国内の後発医薬品業界再編の呼び水にもな
るとする見方もある６）。

3 ． インドにおける特許出願状況の推移

では，次に，インドにおける近年の特許出願
の実態を見てみたい。2008－2009年の出願件数
は，前年度比５％増であるが（図２），2005年
以降の数年間は20％増で推移してきた。ここに
は，後述するが，2005年改正による物質特許導
入の影響も見ることができるだろう。
もちろん，インド企業自体がここ数年，出願

に意欲的になってきているとする見方も否定し
にくいが，2005年以降の出願件数の増加を支え
るのは，やはり外資系企業や外資系企業のイン
ド子会社が中心であると言えるだろう（図３，
表１，表２）。

出所：Annual Reports of the Indian Patent Office

←特許出願件数

←特許付与件数
←特許審査件数

　出願拒絶件数

図２　インドにおける特許出願等の推移（1995－2009年）

順位 企業名 出願件数
１ Qualcomm Incorporation 252
２ Thomson Licensing 221
３ Novartis AG 226
４ Astrazeneca AB 190
５ Telefonaktiebolaget Lm Ericsson（PUBL） 176
６ General Electric Company 174
７ Nokia Corporation 173
８ The Procter & Gamble Company 157
９ Sony Ericsson Mobile Communications AB 104
10 Sony Corporation 102
出所：Annual Report of the Offi  ce of the Controller General of Patents, 
Designs, and Trade Marks including GIR and PIS/NIIPM（IPTI）
2008-2009

表１　 外国企業による出願件数トップ10（2008－
2009）

図３　 外国人、内国人による特許出願件数の推移
（1995－2008年）
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出所：Annual Reports of the Indian Patent Office

順位 企業名 出願件数
1 Samsung India Software Operations 205

2 Council of Scientif ic and Industrial 
Research 165

3 Dr. Reddy’s Laboratories 147
4 Bharat Heavy Electricals Ltd. 119
5 Ranbaxy Laboratories Limited 101
6 Indian Institute of Technology 91
7 Infosys Technologies Ltd 81
8 Avesthagen Limited 66
9 Tata Steel 65
10 Cadila Healthcare Ltd 57
出所：Annual Report of the Offi  ce of the Controller General of Patents, 
Designs, and Trade Marks including GIR and PIS/NIIPM（IPTI）
2008-2009

表２　 インド企業・研究所による出願件数トップ
10（2008－2009）
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インドにおける特許出願件数トップ50（2005
年１月―2008月12月７））において，ランク入り
しているインドの現地企業・研究所は，CSIR
（インド最大の国立研究所 Council of Scientifi c 
and Industrial Research，総出願件数2,050件）
が２位，Ranbaxy Laboratories（総出願件数
455件）が31位，Dr. Reddy’s Laboratories（総
出願件数369件）が45位につけているのみであ
ることからすると，インド現地の企業・研究機
関による出願実態は，全体としてはまだまだ低
調であると考えるべきだろう。

4 ． 公的資金に基づく知的財産法案

産学連携の実態も，まだまだ活発とは言い難
いのが現状である。すなわち，インドにおいて
は，伝統的に，大学における最優先事項は，「教
育」であり，研究室をベースとする基本的な研
究がその中核に位置づけられ，金銭的，商業的
な利益に直結する研究は逆に軽視される傾向が
強かった。そのため，インドにおけるR＆D費
全体のうちの大学が占める割合は，４％にしか
過ぎないと言われる８）。だが，2005年改正まで
物質特許制度が導入されなかったこと，また，
特許の保護期間も2002年改正までは食料や医薬
品に関わる特許（製法特許）は，「特許証捺印
の日から５年又は特許処分の日から７年のうち
いずれか早く満了する方」（その他の特許につ
いては，特許処分の日から14年）という体制で
あったことから，そもそも権利化するというこ
とへのインセンティブや，知的財産権保護の重
要性についての認識が総じて企業や研究機関全
体において乏しい環境が長く続いてきたという
事実からは，大学が権利化や産業界との連携に
消極的であるという実態は驚くべきことではな
いだろう。
しかしながら，注目すべき点は，近年，IIT（イ

ンド工科大学９））を中心とする一部の大学では，
そのような状況に変化が見られはじめ，大学に

おける知的財産の創出，保護，活用について，
特に産学連携のあり方とともに真剣な議論がな
され始めているという点である10）。また，日本
の産学連携においてもモデルとされてきた米国
のバイ・ドール法を基に，インドにおいても，
公的資金に基づく知的財産法案（PFB：Public 
Funded Intellectual Property Bill）が2008年に
起草されている11）。同法案では，①公的資金の
受け手に，公的資金から生まれた知的財産に関
わる権利の帰属を認めること（第５条），②法
が定める期間内，当該知財の権利を行使するこ
とを求め（第７条），③公的資金の受け手が，「公
的資金から生まれた知的財産」に関わる技術移
転の結果から生じる利益を，当該知的財産の創
造者／発明者に配分することを義務付けること
で（第11条），公的資金を使った研究成果の権
利化，商業化を促し，インドにおけるイノベー
ション及び技術移転を活性化させようとするこ
とが明確化されている。

5 ． 近年の特許法改正にみる留意点

5．1　物質特許制度の導入

では，次に近年の特許法改正にみる外国企業
にあっての注意点について言及したい。インド
は，WTO加盟国として，特許法はもとより知
的財産諸法のTRIPs協定（知的所有権の貿易関
連の側面に関する協定）対応を実現すべく，近
年様々な改正を実施してきたが，特許法につ
いては，1999年，2002年，2004年（改正令），
2005年度に改正が実現した12）。しかし，インド
経済，インドの産業構造への最大の影響は，や
はり，2005年度の特許改正法における，物質特
許制度の導入であり，本制度の導入によって，
インド特許法はTRIPs上も最大の義務の一つを
履行するに至ったということができるだろう。
物質特許制度導入は，零細企業を含めると約
２万とも言われるインドの製薬企業，製薬産業
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に大きな転換を迫るものとなった。つまり，そ
れまで「模倣の上の繁栄」を謳歌してきた既存
の製薬企業にとっては，従来型の製造モデルを
見直さざるを得ない大きな打撃であり，新たな
活路の模索を余儀なくさせるものとなった。イ
ンドの製薬企業の選択肢としては，①自ら新薬
を生産し，グローバルな展開を図る②後発医薬
品業に集中しつつ，その販路として海外展開を
図る③外国企業と提携して，外国企業の開発し
た新薬をインド国内向けに製造，販売する，と
いうパターンが考えられるが，それに加えて，
④改正により新たな形態での設定が可能となっ
た強制実施制度を利用して外国企業がインドに
おいて特許を保有する医薬品を生産して後発途
上国で販売するというパターンの存在も指摘さ
れている。ここでいう新たな強制実施制度につ
いては次に述べるが，外国企業としては，この
④については，注意すべきであろう13）。
そして，既に述べたように，物質特許制度の
導入に伴う外国の製薬企業の特許出願件数及び
登録件数が増加する中で，外国企業と現地企業
（後発医薬品企業）との侵害訴訟，また，改正
条項の解釈をめぐる紛争も増加し始めている14）。

5．2　ドーハ型強制実施制度の導入

諸国の特許法において，特許権者による特許
権の濫用を防止する上で重要なセーフガードと
位置づけられてきたのが，強制実施制度である
が，インドにおいても，設定件数そのものは限
られてはいるものの，旧法（1911年法）以来，
同制度の意義は重視されてきた15）。2005年改正
では，2001年11月のドーハ宣言（TRIPs協定と
公衆衛生に関する宣言）を受けての改正が行わ
れた。そもそもTRIPs協定31条（ｆ）においては，
強制実施権は，主として強制実施を許諾する加
盟国の国内市場への供給のために許諾されると
なっているため，輸出を待つ他にすべのない医
薬品の製造能力のない諸国は，当該医薬にいつ

までたってもアクセスできないという問題が指
摘されていた。これに対しては，WTO一般理
事会も，2003年８月，一定条件を満たせば31条
（ｆ）の協定義務を免除できるとの決定を行い，
医薬品製造能力のない国においても医薬品アク
セスへの道を開いたが，この流れを受けて，ま
ず2004年改正令において，製造能力のない国に
医薬品を輸出する目的においても，強制実施権
許諾請求を行うことができるという第92A条を
特許法に導入した。しかし，その場合も，規定
上は，輸出者は，輸入国においても強制実施権
許諾を得なければならず，輸入国に対応特許す
ら存在しない場合は，強制実施権の許諾がなさ
れないという点が，問題であった。そのため，
2005年改正において，輸入国が「通知，その他
の形でインドからの特許医薬の輸入を許可して
いる場合」も，第92A条の適用を可能としたの
である。
この一連の改正により，インドにおいても新
たな形態の強制実施制度（ドーハ型強制実施16））
の運用が認められることとなったが，懸念は，
上述したポスト2005年の戦略として，それまで
の後発医薬品分野での活路を失った後発医薬
品メーカーが，本制度を濫用する可能性が否
定できない点である。既にインドでは，2007年
９月，インドの後発医薬品メーカーNatcoが，
Rocheが特許を有する抗がん剤エルロチニブ
（Erlonitib，商標は“Tarceva”）をネパールへ
輸出するために前述の特許法92A条に基づいて
強制実施許諾請求を行った事例がある。結果と
しては，Natco側が，ネパール政府からの輸入
に関わる正式な要請を得ることができず，2008
年９月26日に当該許諾請求を取り下げたが，本
件では，許諾決定の判断の前に行われたインド
特許庁による「権利者への聴聞の機会」の合法
性，その根拠についてもNatco側が異議を申し
立てる等，運用プロセスについては，まだまだ
明確ではない点も問題視された17）。
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多くの許諾が簡単に与えられるとは思われな
いが，後発医薬品メーカーが本制度を活用し，
外国企業がインドで特許を保有する医薬品の対
後発途上国向け輸出に，第92A条を活用する可
能性がある点も注意すべきであろう。

5．3　 生物資源，伝統的知識に関わる規定
の導入

また，2002年改正において導入された，生物
資源，伝統的知識の保護に関わる規定について
もその運用を注意深く見守る必要があると思わ
れる。2010年10月に名古屋で開催された生物多
様性条約締約国会議（COP10）では，生物資
源や伝統的知識の利益配分に関わる国際的枠組
み作りをめぐって激しい対立が展開され，一応
は「名古屋議定書」という形で決着をみたが，
インドにおいては，生物素材の特許出願に関わ
る出所開示，利益配分については，特許法改正
（2002年）と生物多様性法（2002年法）に対応
規定が存在するため，日本企業においても，そ
れらに慎重な対応を図る必要があるだろう。
また，インドは，インドで利用されてきたと
される薬草，そして，それらの利用に関わる伝
統的知識が国外に持ち去られ，それらに関わ
る発明が特許出願されるケースを，“bio-piracy
（生物資源への海賊行為）”と呼び，国策として，
その有効性を争い，既にターメリック，ニーム
等の欧米特許を取り消してきた歴史がある点も
注意すべきである。
そして，特許法改正においては，「生物素材
を含む特許については，明細書において，生
物素材の出所を明示しなければならない。（第
10条４項）」，「生物素材の出所が明細書に書か
れていない場合，国内の地域社会あるいは先住
民社会において，利用可能になっているところ
の知識に鑑みて，新規性がないと判断された場
合，特許付与に対する異議申立ができる。（第
25条）」，さらに，「生物素材の出所の不表示・

虚偽表示の場合，当該特許は取り消される。」（第
64条）という規定が導入されている。これらの
条文自体の，TRIPs協定との整合性を指摘する
声もあるため，インドは，これらと同様の趣旨
の規定（出所開示義務）をTRIPs協定に盛り込
むべく，2006年７月５日には，TRIPs協定自体
の改正案を他の途上国８カ国とともにWTO/
TRIPs理事会に提出している18）。
さらに，特許法以外にも，2002年に制定され
た生物多様性法においては，「国家生物多様性
庁（National Biodiversity Authority）の事前
の承認がなければ，研究又は商業的利用又は生
物調査及び生物利用を目的として，インドにあ
る生物資源又はそれに関する知識を取得するこ
とはできない。（第３条１項）」，「国家生物多様
性庁の事前の承認を得ずしては，知的財産権を
出願することはできない。（第６条１項）」，「国
家生物多様性庁は，承認を与える際に，利益配
分の料金若しくはロイヤリティ若しくはその両
方を課すこと，又は権利の商業的利用から生じ
る経済的利益の配分を含む条件を課すことがで
きる。（第６条２項）」というような規定が設け
られていることから19）インドの遺伝資源，伝統
的知識へのアクセス及びそれらに基づく研究成
果の出願については，両法を重ねて留意する必
要があるだろう。

5．4　TKDL（伝統的知識電子図書館）

また，発明に関わる伝統的知識が既に存在す
るにも関わらず，誤って特許が与えられるこ
とがないよう，すなわち，“bio-piracy”を防ぐ
目的で，インドにおいては，TKDL（伝統的知
識図書館）の国家プロジェクトが1999年６月か
ら開始され，2009年10月には，８万2,600のア
ユールヴェーダ20）の伝統的処方が英語，ドイツ
語，スペイン語，フランス語，日本語でデータ
ベース化され（さらなる伝統的医薬に関わる
データベース化は継続して進行中），世界に向
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けてWebで公開されている21）。そして，2006年
からEPO（欧州特許庁），2009年からUSPTO
（米国特許商標庁）が，先行技術調査の段階で，
TKDLを利用し始めている。このTKDLに対す
る評価も，近年，国内外でますます高まって
いる。2010年４月には，TKDL設立の総責任者
である，VK Guptaは2009年度一年間で，EPO
においてTKDLに基づいての特許出願の拒絶が
15件あり，さらに近いうちに21件が拒絶されう
る可能性が高いことを発表し22），また，2010年
度においても，EPOでは，TKDLのデータベー
スに基づいての特許出願の取下げや，拒絶が続
いているとの報告を行ったが23），インド政府と
しては，それらの実績を踏まえてTKDLの役割
をさらに世界的にアピールしているところであ
る。日本特許庁における，TKDLの利用は未だ
のようであるが，医薬品，バイオ，食品，化粧
品関連企業においては，TKDLはもとより，遺
伝資源，伝統的知識に関わるインドの法制の動
向に注意されるべきであろう。

6 ． インドと「イノベーション」

6．1　インドにおけるイノベーション運動

では，最後に，インドがさらなる経済発展の
原動力として国家的に取り組む「イノベーショ
ンの創出」と，知的財産の関わりについて紹介
したい。
インドの前大統領Abdul Kalamはその著書

INDIA 2020―A Vision for the New Millennium
（邦訳『インド2020』日本経済新聞社　2007年）
において，インドが2020年までに先進国になる
ためのビジョンを描いたが，その中には，重要
な国家ビジョンの一つとして，「インドは化学
産業において，クリーンなプロセスと特殊化学
製品，新しい医薬品と製薬技術を開発すること
で，世界的な技術革新国に変わる。」というも
のがある24）。そして，同書はさらに「…多くの

企業は自分達のやり方を変えなければならな
い。生産ラインを変えなければならないかもし
れない。労働者，所有者，経営者に，その企業
が活躍し，変化に貢献し，イノベーションを行い，
より強くなるためにはビジョンを持たなければ
ならないと決意させよう。」と述べている25）。
同書の提言にも即するが，インドにおいて
は，企業組織だけでなく，研究機関や大学にお
いても，近年，「イノベーション」を重視する
さまざまな動きが見られる。そして，この「イ
ノベーション運動」（Innovation Movement）は，
さらに農村レベルでの動きにも連動し始めてい
るが，そこでも，知財の創出，権利化，活用が
重視されているのである。

6．2　CSIRの改革

「イノベーション」をキーワードに，組織の
大変革が進んだ最初の例は，インド最大の国立
研究機関にして，前述のインド最多の特許出願
件数を誇るCSIRである。CSIRはターメリック，
ニームをはじめとする薬用植物に基づいた米国
の特許の有効性を争い，一部の特許を無効に追
いやった機関でもあり，また，“bio-piracy”を
封じ込めるための国策であるTKDLプロジェク
トを担う組織でもあるため，先進国企業からは，
先進国の生物資源利用のあり方に対峙する強硬
なインドを代表する機関として見られる側面が
ある。しかし，実のところは，インド全国に38
の研究所と39の地域センターを兼ね備え，その
設立（1942年）以来，エネルギー，医療，農業，
食料，環境，科学，電気，皮革，住宅建設，航
空宇宙産業等と多岐にわたる分野でインドを率
いてきた研究機関である。
だが，1970年代までのインドにあって，

CSIRが担ってきたのは，政府の輸入代替政策
を実態面で支える研究，つまり，特に医薬や化
学関連では，海外の製品のリバースエンジニア
リングや，その生産の国内におけるプロセステ
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クノロジーの研究が代表的なものであった。さ
らに，公的組織特有の構造は，開かれた競争
が実践される場とは言いがたく，インド最高
の頭脳と言われながらも，国際競争力のある
研究の実績現場という意味では大きな問題を
抱えていた26）。その組織に，1980年代からよう
やく改革の兆しが訪れた。特に1985年に，R.A. 
Mashelkarが事務局長に就任してからは，国立
機関でありながらも，実態は，企業経営を取
り込んだ「CSIR株式会社」を目指しての，大
変革が実施された27）。具体的には，1996年に”
CSIR Vision 2001：Vision & Strategy”という
白書を出し，「2001年までに，企業の如く，世
界をリードするグローバル企業と競争し，時に
は連携して，インドの技術力向上と産業発展を
促す組織に再編する」という目標を掲げて変
革に着手した。そして，この変革政策の中で，
CSIRが重視したもの，それが知的財産の創出
と権利化，活用であった。
まず，CSIRは，“CSIR Vision 2001”の下で，

“CSIR IP Policy”（知的財産政策）なるものを
明確に示し，知的財産を活用した組織体制とし
て，本部にPatent Cellを設け，特許出願に力を
注ぐことを最大の目標にまで掲げた。その後，
Patent CellはPatent Unitに再編，さらに発展
的な組織としてIPMD（Intellectual Property 
Management Division） へ と 改 編 が 続 き，
IPMDが，CSIRの発明の権利化，ライセンスを
担っている。それら一連の改革の成果により，
CSIRのインド国内の特許出願件数は，1997－
98年には264件であったものが，2004－05年に
は415件に，外国への出願件数は，1999－2000
年に262件であったものが，2002－03年には915
件と急増した。その後，出願件数自体は，より
商業的価値，戦略的価値の高いものへの絞込み
が積極的に行われていることから，近年下降傾
向に抑えられているが，特許取得件数自体は，
国内特許については，増加傾向を維持している

（図４）。海外での取得件数も，2006年以降は，
年平均300件余りで推移している（図５）。

CSIRとしては，価値の高い技術については，
より多くの国で権利化を図る戦略を採用して
いるが，それは，PCT（特許協力条約）経由
の国際出願件数の推移においても現れている。
CSIRは主要国の公的研究機関によるPCT出願
件数としては，世界２位の件数にあるといえる
（表３）。
そして，CSIRはこれまで欧米の大手企業と
も非常に多様な分野で，共同研究の実績を積
んできたが28），2006年７月30日には，CSIRの
ラボの１つであるIMTECH（the Institute of 
Microbial Technology）が，米国ニュージャー
ジ州のNostrum Pharmaceuticals社に対して，
新しく開発した血栓特異的ストレプトキナーゼ
（Clot Specifi c Streptokinase）に関わる独自技
術29）の全世界での臨床開発，販売権のライセン
ス合意を行い，マイルストーンとしての２億

図４　インドにおけるCSIRの特許取得件数
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図５　海外におけるCSIRの特許取得件数
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8,000万ルピー（約５億円）以上の収入，加え
てロイヤリティ収入が見込まれると発表し世界
的な注目を集めた30）。独自の技術を諸外国でも
権利化してライセンスに繋げ，大きな収益を獲
得し始めた点は，CSIRの一連の改革の成果で
あると言えるだろう。ただ，日本の企業や組織
との連携については，まだまだ出遅れ感も否め
ないので，インドの頭脳であるCSIRと連携を
いかに強化できるのかということも，日本の課
題であることは言うまでもないだろう。

6．3　 農村における「イノベーション」と
知的財産の活用

CSIRの急激な改革を指導したMashelkar事
務局長は，優れた企業経営者に贈られるJRD 
Tata Corporate Leadership Awardを 1 9 9 9年
に受賞し，その際の受賞記念講演において，
CSIRが体現した改革は，インドにおける「イ
ノベーション運動」の始まりに過ぎないもの
であり，国内のあらゆる組織，集団が，知を
結集して，インドの社会・経済構造そのもの
をイノベーションしていく運動に参加してほ
しいと呼びかけたが，そのCSIRの改革と時期
を同じくして，インドにおいては，草の根レ
ベルでのイノベーション運動も開始されてい
た。その代表的なものが，インド，アーマダバ
ードにあるインド経営大学（Indian Institute 

of Management）のAnil Gupta教授が，貧困
層にあっても存在するアイデアを活かし，社
会変革を起こす組織として1988年に創設した
Honey Bee Networkである。このHoney Bee 
Networkは，その後，1993年にはSRISTI（Society 
for Research and Initiatives for Sustainable 
Technologies and Institutions）という組織の
創設に繋がっていく。SRISTIは，農民が日常
生活の中で発明，考案したイノベーションの特
許出願を手助けする組織であり，薬草を使った
殺虫剤から堆肥を散布するため傾斜させられる
カートまで14万件以上の発明，考案を既にデー
タベース化している。

Guptaは，さらに，具体的なアイデアの商品
化，すなわちイノベーションを投資と起業に
繋ぐため，1997年，インド，グジャラート州で
Gujarat Grassroots Innovation Augmentation 
Network（GIAN）という組織も設立している。
GIANはグジャラート州における発明について
特許を出願し，それを製品化や起業に繋げる「マ
イクロベンチャーファイナンスファンド」の先
駆けとして注目を集めている31）。
インド政府も，Guptaの取組みに刺激を受

け，GIANと同様な理念で，科学・技術局の下，
500万米ドルのNational Innovation Fund（NIF）
を2000年度に創設，所得層に関わりなく，すば
らしいアイデアを権利化して，活用するための

順位 組織 2002－
2003

2003－
2004

2004－
2005

2005－
2006

2006－
2007

2007－
2008

2008－
2009 総計 年平均

1 CNRS（フランス） 181 235 278 268 221 260 253 1,696 242

2 CSIR（インド） 73 139 173 158 95 91 49 778 111

3 理研（日本） 32 87 108 78 88 74 55 522 75

4 CSIRO（オーストラリア） 68 39 64 47 45 64 55 382 55

5 CSIR（南アフリカ） 4 8 3 8 5 11 5 44 6

6 Max Planck（ドイツ） 60 62 55 59 55 55 54 400 57
出所：RK Gupta, “IP Policies and System in Public Funded Biotech R&D Sectors”, April 7, 2010,（WIPO/IP/DEL/10）

表３　PCT出願件数（2002－2009年公開）
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国家的なプロジェクトを開始し32），Guptaは現
在，その副委員長も兼ねている。
これらSRISTI，そして，GIANへと発展をみ

たHoney Bee Networkの活動の中で特に重要
な点は，農村のイノベーションを製品化，起業
に結び付けるにあたっては，それらが活用しや
すいように権利化しようとする点にある。ミ
ツバチが花に害を与えることなく，蜜を集め，
花々の受粉を助けていると同様に，Honey Bee 
Networkも人々の知識を文書化し，権利化する
ことで，その知識の提供者とともに，それを活
用する者，社会にも恩恵を与える枠組みを確立
しようとしてきたのである33）。

2007年度までにNIF及び関連団体からの特許
出願件数は，総計142件であり，そのうち24件
がインドだけでなく，シンガポールや米国で
権利化に成功している。また，2007年度までに
SRISTI及びGIANの米国特許出願５件のうちの
３件，インド特許出願12件のうちの10件が権利
化に至っている34）。
このHoney Bee Network，そして，SRISTI

及びGIANの活動は先進国の多国籍企業の利益
拡大にのみ活用されてきたと指摘されることが
多かったそれまでの知的財産制度の活用のあり
方にも大きな転換を示すものである。1960年代
以降，途上国側は既存の知的財産制度が，途上
国の発展ではなく，先進国の企業の利益確保の
ために利用されてきたとの主張を繰り返し，権
利者に一定期間の独占を認めて投資回収の機会
を与えるこの制度そのものに懐疑的な立場をと
ってきた。しかし，Guptaの試みは，知的財産
制度は先進国企業のためのみのものではなく，
途上国の貧しい農民であっても，「革新的なア
イデア」に基づいてイノベーションを図り，そ
れを投資と起業に結び付けるためには必要な制
度であるということを示した。また，農村に伝
えられてきた知識をもとに，企業が研究開発を
行う事例が数多く存在している事実を認識し，

Guptaはそれらの知識そのもののデータベース
化を前提に，それらの権利化，ライセンスから
生じる利益配分システムの構築も唱え続けてい
る点35）は，生物多様性条約の枠組みにおける利
益配分システムにも示唆を与えるものと言える
だろう36）。
なお，Honey Bee Networkを通じて，国内

だけではなく，グローバルなライセンスがなさ
れた代表的事例としては，８例の報告37）がある
が，そのうちの例えばココナツの木登り器具は，
そのライセンシーは米国，オーストラリア，モ
ルジブ，スリランカ，ブラジル，メキシコ，西
インド諸島という多様な地域にまで及んでい
る。

SRISTIは，最終的には，農村にも溢れてい
る斬新なアイデア，伝統的知識をイノベーショ
ンの源泉としてデータベース化し，それらを権
利化し，オンライン化してマルティメディア・
キオスクを創設し，必要な情報を世界に発信す
ることで，必要な情報，必要なイノベーション
が，真の発明者，真の保有者へ適切な対価の下
で，広く活用されることを目指すものであるが，
それまで先進国企業のための制度として批判さ
れがちな知的財産制度の活用を，農村における
イノベーション，投資，起業の輪の原動力に広
げた意義はやはり大きいと言えよう。
そして，この動きは，近年，ボトム・オブ・
ピラミッド（BOP）ビジネスや「質素なイノ
ベーション（frugal innovation）」38）と言われる
低所得階層を対象とするビジネスモデル，イノ
ベーションモデルとも連動するものであると言
えるだろう。例えば，ハンディでポータブルな，
新興国の低所得者向けの製品が，逆に先進国の
救命，緊急医療現場での新たなニーズ創出にも
繋がるという可能性，すなわち，逆流の戦略（リ
バース・イノベーション）も指摘される中にあ
っては，日本企業も，イノベーション創出にあ
たって，インドをはじめとする途上国のBOP
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を対象とするビジネスをも再考する必要がある
といえるだろう39）。

7 ． 新たなる対印関係構築に向けて

労働集約型産業構造から技術革新型，知識集
約型産業構造への転換を目指すインドにあっ
て，国を挙げ，組織を挙げ，村を挙げて，様々
なレベルで重視される「イノベーション」の波。
法改正を重ねることで，整備が進む知的財産制
度。中小，零細企業のレベルに対してまで行わ
れる知的財産啓蒙活動40）。そこまで聞くと，日
本企業にあっても，インド進出の環境は熟して
きているのかと思われるかもしれない。
しかしながら，インドにあっては，依然とし
て，女性人口の約46％，男性人口の約25％が文
字を知らず，人口の４分の１が貧困ライン以下
の生活を強いられ，労働人口の約90％が低い生
産性と非熟練労働に特徴づけられるインフォー
マルセクターで雇用されているという現実があ
る41）。そのため，本稿では紙面の都合で詳細を
述べられなかったが，近年の改正法で導入され
た特許要件をめぐる議論42）や，特許侵害訴訟に
おいても43），「医薬に対する人々のアクセス」「公
益」という言葉が散見される傾向がある。また，
一方で，知財訴訟だけではないが，他国に比し
て裁判はもちろん，手続きと名の付くものは，
長期化する傾向も強い（そのため，紛争処理に
おいては，ADR（代替的紛争処理）に期待が
持たれている）。そのため，裁判制度はあるも
のの，迅速な運用が期待できない裁判は，裁判
と言えるのか，と揶揄されるのもインド的現象
である（ただし，知財訴訟については，他の分
野よりも，かなり早い救済が試みられているよ
うにも見えるが）。
だが，既に述べたように，TRIPs協定という
既存の国際的知的財産制度そのものの問題点も
突きつつ，新たな国際的制度設計すら提唱する
国，それもインドである。世界最大の民主主義

国家，法治国家と称され，冒頭で述べたように
2032年には，世界第３の経済大国となるとされ
ながらも，植民地支配の反動から，社会主義的
な理念も根強く残る，それもインドである。お
そらく，対インド関係においては，知財戦略も
含めて，日本企業がこれまで各国で構築してき
たビジネスモデルだけでは，立ち行かない点
も多いと考えるが，欧米企業にあっては，IT，
通信はもとより，保護基準をめぐる紛争さえ懸
念される医薬品分野ですら積極的な特許出願も
目立つ。インドの多様性，課題をよく分析し理
解した上で，臆することなく新たな戦略でもっ
て，優れたインド企業や研究機関との連携も重
視しつつ，インド市場への参入を試みることが，
これからの日本企業には必要性であろう。

［追記］なお，本稿は，関西大学法学研究所イ
ンド・南アフリカ財産的情報研究班研究費を受
けての研究成果の一部である。本稿執筆にあた
り，同班の山名美加主幹研究員及びS.K. Verma
教授（デリー大学法学部教授，インド国際法協
会（Indian Society of International Law）会長）
から，貴重なコメント，情報をいただいた。ここ
に記して感謝したい。但し，本稿の内容につい
ては，筆者が一切の責任を負うものである。
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